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Ⅰ 公 民 館 と は



公民館は昭和21年に文部省次官通牒により戦後の祖国再建の拠点となる地域の社会教育

施設としてその設置が提唱され、その後、教育基本法（昭和21年）、社会教育法（昭和24

年）によって法的整備が図られ、今日に至っている。

ここでは、公民館に関する各種の答申・提言をもとに、公民館の基本的な事項や時代に

対応した在り方についてまとめた。

１ 公民館と生涯学習
公民館は、多様な学習機会や集会の場の提供など地域における住民の学習需要に総合的に

応える社会教育施設であり、また、地域社会の形成や地域文化の振興にも大いに貢献するな

ど、地域住民の日常生活に最も身近な生涯学習の施設としてその役割を果たしてきている。

今後さらに、生涯学習の振興、生涯学習社会の構築、また、人づくり、地域づくりのため

に、市町村における公立公民館、並びに自治公民館がその中核的な役割を果たしていくこと

が求められており、機能の一層の充実と活性化が期待されている。

○「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興法策について」

（生涯学習審議会答申 Ｈ４.７.29）

今日、人生80年時代を迎え、また、社会が複雑化・成熟化したことにより、人々は社会

生活を送っていく上で、学校教育修了後も引き続き、絶えず新たな知識・技術を習得して

いく必要性を感じており、豊かで充実した人生を送るためには、生涯学習に取り組むこと

が不可欠となってきている。

また、人々は学習することで新しい可能性を見つけ、新たな自己を発見する喜びを体験

することもでき、生涯学習に取り組むことで、自らを豊かにすることができるのである。

○「宮崎県における生涯学習の振興方策について」

（宮崎県生涯学習推進会議報告－建議－ Ｈ９.３.14）

高度化、専門化、多様化していく学習ニーズに対応し、学習活動を効果的に支援してい

くために、公立公民館、自治公民館、その他の身近な生涯学習関連施設の活用の在り方を

見直す。

２ 公民館の目的

○社会教育法第20条

公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術

及び文化に関する各種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の

純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

※ 公民館の根本的なねらい

生涯学習の推進のために、公民館は住民の身近な学習・交流の場として、生活文化の振

興を図り、明るく住みよい文化的な郷土を建設していくことである。そのための教育機関

として、地域社会の改善・改革の基礎としての公民館でありたい。

「実際生活に即する」というのは、日常生活上の課題についての学習や産業教育、職業

教育など、実際その地域住民や郷土にとって最も必要な教育を中心とすることを強調して

いる。

○「公民館のあるべき姿と今日的指標」（全国公民館連合会 Ｓ42.７）

公民館は、住民の生活の必要にこたえ、教育・学術・文化の普及ならびに向上につとめ、

もって地域民主化の推進に役立つことを目的とする。
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３ 公民館の性格（理念）
○「進展する社会と公民館の運営」（文部省社会教育局 Ｓ38.３）

(1) 公民館は、地域住民のすべてに奉仕する、いわば開放的な、生活のための学習や文化

活動の場です。

(2) 公民館は、人々の日常生活から生ずる問題の解決を助ける場です。

(3) 公民館は、他の専門的な施設や機関と住民との結び目となるものです。

(4) 公民館は、仲間づくり（地域住民の人間関係を適切にする）の場です。

○「公民館のあるべき姿と今日的指標」

(1) 公民館活動の基底は、人間尊重の精神にある。

公民館は、すべての人間を尊敬信愛し、人間の生命と幸福をまもることを基本理念と

して、その活動を展開しなければならない。

(2) 公民館活動の核心は、国民の生涯教育の態勢を確立するにある。

公民館は学校とならんで全国民の教育態勢を確立し、住民に教育の機会均等を保障す

る施設とならなければならない。

(3) 公民館活動の究極のねらいは、住民の自治能力の向上にある。

公民館は、社会連帯・自他共存の生活感情を育成し、住民自治の実をあげる場となら

なければならない。

○「生涯教育時代に即応した公民館のあり方」

（Ｓ59.３.31 全国公民館連合会第５次専門委員会答申）
トータルエデュケーションセンター

・生活を学び、創造する地域における生涯教育の代表的機関
インフォメーションセンター

・よく知り、よく判断するための情報提供機関
オーガナイジングセンター

・地域社会生活を発展させるための実践拠点

４ 公民館の事業と運営方針
○ 社会教育法第22条

公民館は、第20条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、この法律及

び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。

１ 青年学級を開設すること。

２ 定期講座を開設すること。

３ 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。

４ 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。

５ 体育、レクリエーション等に関する集会を開設すること。

６ 各種の団体、期間等の連絡を図ること。

７ その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。

※「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（Ｈ11.７）に係る社会

教育法の改正により、現行の「１ 青年学級を開設すること。」は削除され、平成12年

４月１日より施行される。

○ 社会教育法第23条

公民館は、次の行為を行ってはならない。

１ もっぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事業に公民館の名称を利用させ、

その他営利事業を援助すること。

２ 特定の政党の利害に関する事業を行い、または公私の選挙に関し、特定の候補者を支

持すること。

３ 特定の宗教を支持し、または特定の教派、宗教もしくは教団を支援すること。
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５ 公民館の設置区分
(1) 公立公民館（条例公民館）

「公立公民館」は、社会教育法に基づいて、各市町村が設置する。

① 中央公民館

当該公民館の事業のほか、市町村の全地域にわたる事業、公民館相互の連絡調整に関

する事業、その他個々の公民館で処理することが不適当と認められる事業を実施する。

② 地区公民館

市町村の一定区域を対象区域として設置し、事業を行う。

③ 分館

中央公民館または地区公民館の事業の運営上、必要がある場合には、公民館に分館を

設ける。

(2) 自治公民館

町内に自治会等の自治組織で設置し、自主的に管理・運営するもので、法的な根拠また

は規制はない。したがって、公立公民館とは性格を異にし、公民館類似施設の一つである。

○ 「公民館の設置及び運営に関する基準」の取扱について

（文部省社会教育局 Ｓ35.２.４）

公民館は公民館類似施設に対し、その運営について必要な協力と援助を与え、対象

区域内の公民館活動の普及徹底を図るとともに住民の利便に寄与するようとくに配慮

されたい。

６ 公民館の役割
○「公民館のあるべき姿と今日的指標」

(1) 集会と活用［集まる］・・・地域生活に根ざす事業

地域の社会生活は、集会活動をとおして向上する。このため集会場、いこいの場、茶

の間など、多様な役割をはたすものが公民館である。

さらにすすんで、住民の日常生活の相談に応じ、資料をととのえ、住民を他の諸機関

・諸施設に媒介するなど、積極的な活用に供するのも公民館である。

これが、公民館の基本的な役割である。

(2) 学習と創造［学ぶ］・・・生活文化を高める事業

学習活動の場をととのえ、ゆたかな教材を提供し、教育・文化活動を展開するのが、

公民館の重要な役割である。

住民の継続的な学習活動は、各種の学級・講座等によって動機づけられ、促進され、

かつ充実される。しかも、それらはさらに個人や小集団による自主的な学習によって深

められ、進められる必要がある。そのような学習活動をささえ、発展させるための活動

は数多く考案されるべきであり、また、各種の資料や図書をととのえて、これを活用す

る場を構成し、教育的な条件を整備すべきである。

これが、公民館の中核的な役割である。

(3) 総合と調整［つなぐ］・・・地域連帯を強める事業

地域社会における課題といかにして総合的に取り組むか、ここに公民館の高次の役割

がある。

公民館は、諸団体・諸機関の連絡と調整をはかり、住民の組織的な教育活動を通じて

正しく力ある世論をもりあげ、地域社会発展の原動力となるべきである。

これが、公民館の究極的な役割である。
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※生涯学習時代における公民館の役割
○「公民館の整備・運営の在り方について」（生涯学習審議会 Ｈ３.６）

「地域における生涯学習機会の充実方策について」（生涯学習審議会 Ｈ８.４.24）

より要約

(1) 公民館活動の多様化・活発化

① 多様で総合的な学習機会の提供

公民館が各種の学習機会を提供するに当たっては、住民の学習需要等に基づく学習

テーマの設定、開設形態、事業の実施方法の選択など、より多くの参加者が得られる

ように努めることが重要である。

学習内容の設定については、今日的課題を重視するとともに、地域の特色を十分生

かした学習プログラムの開発や地域性のある学習課題を取り上げることなども必要で

ある。

また、学校週五日制の完全実施への対応などを契機に、青少年の学校外活動の充実

の観点から、青少年の発達段階に応じたプログラムの積極的な開発・提供に努めると

ともに、働く成人を対象とした事業の一層の拡充が望まれる。

学級・講座等の開設の仕方や形態としては、多様な事業の工夫が必要であるが、地

域の社会教育施設や生涯学習関連施設等との共同事業を企画するなど新たな事業の開

発が必要である。

② 自発的な学習活動の援助

公民館は、住民の自発的な学習活動を奨励し援助することが重要であることから、

個人やグループの交流の場を積極的に提供したり、自発的な学習グループをつくるき

っかけづくり、育成・援助に努める必要がある。

また、求めに応じて学習相談への対応、活動場所、教材・資料の提供、講師・指導

者の斡旋など積極的な支援を行うことが大切である。

③ 学習成果活用の場の配慮

公民館は、学習意欲の向上や学習活動の奨励のために、学習成果が活用される場と

しての活動や事業にも配慮することが重要である。

また、講座等の修了者を公民館における事業の指導者、助言者としたり、地域の人

人を施設ボランティアとして積極的に受け入れたりすることを一層促進することが大

切である。

さらに、このような指導者、助言者を人材登録し、求めに応じ種々の事業に参加で

きるようにすることも考慮すべきである。

このような活動が、地域住民の相互の交流を深め、地域社会の形成に役立つと考え

られる。

(2) 学習情報提供・相談機能の充実

① 学習情報の提供

地域住民の各種学習活動を援助し促進するためには、公民館における身近な情報の

収集、提供機能の充実が求められており、計画的、組織的に収集し、迅速かつ的確に

提供できる体制を整備することが期待される。

また、県において生涯学習情報システムの整備が進められているので、積極的に参

画して、広域の学習情報を住民に提供できるような体制整備が必要である。

② 相談機能の充実

学習内容、学習計画、学習方法、その他の学習活動にかかわる各種の相談に応じて

学習活動の援助を行う機能の充実を図ることにより、公民館は、地域における住民の

学習需要の動向を把握する手がかりを得ることとなり、学習者の需要に応える事業の

立案が容易になると考えられる。
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(3) 地域活動の拠点としての役割

公民館には、地域活動の拠点の一つとして、地域連帯意識の形成に資する積極的な役

割が期待される。

例えば、様々な地域活動やプログラム化された学習の場の提供だけでなく、地域住民

が気軽に立ち寄ってくつろぎ、情報収集、意見交換、アイディア交換などができる自由

な交流の場を提供することも大切である。

また、変化する社会状況に対応するための、さまざまな実践の場としての重要性も今

後一層増すものと考えられる。

さらに、近年、生涯学習をテーマにまちづくりを展開する例が多く見られるが、公民

館はこうした地域の人づくり、まちづくりに参画し、諸活動の実施に大きな役割を果た

すことも期待されている。

(4) 生涯学習関連施設等との連携

公民館が生涯各期の多様な学習要求に適切に対処していくためには、市町村内の公民

館はもとより、他の生涯学習関連施設等との連携・協力を積極的に推進していくことが

必要である。

そのためには、地域の社会教育施設や生涯学習関連施設等に積極的に働きかけ、各々

の専門的な機能や特色を十分生かした活動、共同作業の実施などに努めることが必要で

ある。

また、大学等と連携して、それらの有する施設・設備などを有効に活用し、人的支援

を得て高度で専門的な事業を展開することが必要である。

さらに、地域の自治公民館とも連携し、必要な援助をすることにより、住民の学習需

要に応ずるようにすることが必要である。

民間企業その他の施設等との連携についても検討する必要があることは言うまでもな

い。

社会教育法が制定されて50年を経過した今日、社会の変化に伴う人々の多様化・高度化する

学習ニーズや生涯学習社会の進展等の新たな状況に対応した社会教育の推進が求められている。

その中において、地方分権・規制緩和の推進が図られ、「社会の変化に対応した今後の社会

教育行政の在り方について」（生涯学習審義会答申 Ｈ10.９.17）の中で、公民館運営審議会

の必置規制の廃止をはじめとする各種の提言がなされた。

今後は、運営等の弾力化を図りながら、住民の参画・参加を一層促進し、明るく住みよい地

域づくりをめざす拠点としてその活動を推進していくことが望まれる。
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Ⅱ 自治公民館とは



自治公民館は、住民自治の場であり、教育と生活の接点であると言われている。法的に

は、公立公民館と区別して、「公民館類似施設」と呼ばれている。また、地域住民の学習

・生活の関連施設としての機能をもっており、人づくり・地域づくりの組織的な対応を図

る拠点施設でもある。

１ 自治公民館の基本的条件
(1) 地域住民の総意によって、住民が住民の手でつくりあげ、住民によって運営される社会

教育施設の一つである。

(2) 住みよい地域づくりのために、住民の希望により、各種の事業を行い、住民の生活・文

化の向上を図るとともに、自治能力を高める施設である。

(3) 住民の心の拠り所であるとともに、地域の発展や家庭生活、そして個人の向上を中心と

した施設である。

(4) 地域住民の親睦を図り、相互理解と地域連帯感を高める施設である。

(5) 公立公民館並びに関係機関・団体と連絡をとって運営する施設である。

このようなことから、設置住民の主体性、管理と運営の自律性、事業活動の自主性が、自

治公民館のもつ基本的条件であるといえる。

２ 自治公民館の名称
私たちの地域には、以前から朝夕最も身近な向こう三軒両隣から広がる地域集落で、町内

会・自治会・新興会・通り会・団地会などいろいろな呼び方の自治組織があった。

この自治組織は、地域住民が協力し、住民の総意と工夫により明るく住みよい地域づくり

をめざす組織であった。そして、この組織は地域住民の学習や話合い、実践活動を行う施設

を持っており、これは公民館・公会堂・集会所・町内会事務所などいろいろな名称で呼ばれ

ていた。

宮崎県公民館連合会は、昭和47年の総会で、これらの組織・施設を「自治公民館」と総称

することを申し合わせ、現在ではこの名称が定着した。

自治公民館は、社会教育法第42条では「公民館類似施設」に位置づけられ、市町村立の公

立中央公民館・地区公民館と区別している。自治公民館のなかには、施設（館）を設置して

いるものと、そうでないもの（俗称「青空公民館」と呼んでいる）とがある。

３ 自治公民館の役割と機能
自治公民館は、地域住民の総意によって各種の事業を行い、住民の自治能力と連帯感を高

めるなど諸活動を通して住みよい地域づくりに努める。

その事業や活動は、住民の話合いによって民主的に決定され、そのための経費は、地域住

民自らが負担し、また、役員や係も住民自身によって選出され運営される。

さらに、自治公民館は住民の財力に応じて設置し、その維持・管理も住民の手によって行

われるところにその特色がある。

(1) 地域住民の総意により、地域住民のために、住民の手によって自治的に運営される組織

であり、施設である。

(2) 住民の生活の向上と自治能力を高め、明るく住みよい地域づくりを目的とする組織であ

り、施設である。

(3) 住民の心の拠り所であり、住民の学習や交流活動の場・地域活動の拠点としての組織で

あり、施設である。

(4) 地域社会の親睦と融和を図り、相互理解と地域連帯感を高め、コミュニケーションを深

める組織であり、施設である。
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４ 自治公民館で行う活動のねらい
自治公民館では、その運営や事業活動を通して、次のようなことを果たす役割をもってい

る。

(1) 住民一人一人の教養を高める。

(2) 住民の自治能力を伸ばし、民主化を図る。

(3) 青少年の健全育成を図る。

(4) 明るく健全な家庭づくりを進める。

(5) 住民の親睦を図り、連帯感を高める。

(6) 時代に応じた生活を築く。

(7) 産業を伸ばし、生産を高める。

(8) 住民の健康増進を図る。

(9) 環境の改善と美化に努める。

(10) 各種団体の育成に努め、活動を盛んにする。

(11) 関係機関や団体との連携を図る。

これらのことは、計画的・重点的に地域の実態に応じて進めることが大切である。

５ 自治公民館の特性
最も住民の生活に近く存在して、住民とともに歴史をもつ自治公民館には、次の条件が求

められる。

(1) 自主運営の原則

住民たちの手による運営組織が存在し、その責任者も住民代表がこれに当たる。また、

多くは、いくつかの専門部組織を持っていて、その各部に住民の多数が参加しているとい

うことである。

(2) 自主財源の原則

施設そのものを設置する際には、その財源を住民の共有財産や住民の寄金を合わせて設

置するタイプがかなり見受けられる。

また、経常的な運営費・事業費も公的な援助を得て、それに住民たちの会費や寄付金や

参加費を合わせているものもあるようだが、まったく公的援助を得ない場合もあるようだ。

(3) 自主企画の原則

特に事業については、各専門部や館の責任者の手によってそれが決定されるのが原則で

ある。これらの決定に際して、公立公民館の職員が相談にのることも多い。また、自治公

民館と公立公民館が共同で事業を展開することもある。しかし、原則は、あくまでも住民

の自主的な企画であることはいうまでもない。

(4) 地域形成の原則

自治公民館は、住民の連帯感や共同性をつくり上げていくために運営と事業を行うもの

である。地域を住みよく豊かにするために、あらゆる方策を創出し、実施していく施設で

ある。

しかも、このために、幼児から高齢者までもが、地域活動において一役を演ずるように

演出する本部でもある。

(5) 生涯学習施設という原則

自治公民館は、単なる学習の場ではない。知識の吸収の場に止まらず、全住民が参加し

て協力し、活動することを通して、各人が自らを高め、相互に高め合う施設である。とも

に生きる中から、ともに学び、ともに連帯する生涯学習施設だといっても過言ではない。

つまり、「集まること」、「学ぶこと」、「つなぐこと」、そして「育て、高めること」

が連動して進められる真の生涯学習施設であるといってもよい。

-7-



Ⅲ 自治公民館の組織・機構は

どうあればよいか



１ 自治公民館の組織
公民館活動を効果的に円滑に進めていくためには、地域の実態に即した組織・機構をつく

る必要がある。それは、全地域住民による自治的活動のしくみであり、住民の意思が十分反

映され、住民が積極的に参加・協力しやすいものでなければならない。

組織の基本的な在り方として、次のことがあげられる。

(1) 全地域住民の意見を反映して運営される民主的な組織であること。

(2) 住民の役割が明らかにされ、住民全員の参加によって運営される協力的な組織であるこ

と。

(3) 学習活動と実践活動が一体的になされる自主的な組織であること。

(4) 議決機関としての総会と執行機関としての役員会や部会があり、その役割や相互関係が

明確であること。

(5) 地域に組織されている婦人会・青年団・子ども育成会・ＰＴＡその他各種団体との連携

がなされること。

(6) 県や市町村が提唱し実施している運動を積極的に取り入れること。

(7) 市町村教育委員会等との連携を図るための位置づけが明確であること。

(8) 自治公民館の運営を自主的に行うため、基本となる規約を全住民の意思によって決定す

ること。

２ 自治公民館の機構
自治公民館には、議決機関と執行機関とが考えられるが、実際的にはその両面をもつ場合

が多く、規約に明記された役割にしたがって運営される。

総会、役員会、部会、班会では、それぞれの役割を明確にするとともに、会議の内容や事

業の在り方について、一定の方針が立てられていることが大事である。

(1) 総 会

総会は、全住民の総意を結集する最高の議決機関である。

そのため、自治公民館の総意を問わなければならない規約の改廃、事業計画並びに予算

・決算の審議と承認、役員の選出、その他重要事項について審議決定する機関である。

(2) 役員会

役員会は、館長、副館長、主事、書記、会計、監事、部長、班長などの役員で構成され、

館の事業の企画、運営を直接担当する執行機関である。

館の事務はもちろん、諸会議の原案の作成や資料の準備、予算・決算の執行などを行い、

館の円滑な運営を図る中核的役割をもつことが望まれる。

(3) 部 会

部会は、自治公民館の年間の事業を具体的に運営する。その構成は、地域の実情や課題

によって違ってくるが、部長を中心に活動を進めていくことが大切である。

さらに、部員の構成や役割、事業内容等を明らかにするとともに、他の部との連携を密

にしていくことが大切である。

(4) 班 会

班会は、最も身近な活動の単位であるとともに、自治公民館における活動の基本集団で

ある。そのため、班に属する住民の意見を吸い上げて全体へ伝える場合と、総会や役員会

で決定されたことを住民へ知らせるという大切な役割をもっている。
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(5) 運営委員会

運営委員会は館長の補助機関である。そのためには、地域住民や団体の公民館に対する

要望や意見を積極的に反映し、公民館の運営に生かしていくという大切な働きをもってい

る。

運営委員会は、各部の専門委員や部長及び学識経験者・各種団体代表者等によって構成

されるのが望ましい。

また、各種団体・機関との連絡調整は、運営委員会を通じて行うのが最も適切な方法で

ある。

運営委員会を効果的に開くかどうかによって、公民館活動が左右されるといっても過言

ではない。したがって、事前に議題を各委員に知らせて、選出母体の意見や要望をまとめ

ておき、定例委員会に出席するということが自治公民館の民主的運営のために大切なこと

である。

運営委員会の留意点としては、次のようなことが考えられる。

① できるだけ毎月定例会を開く。

② 住民の意見や要望を正しく反映させる。

③ 公民館の行事計画を住民に周知徹底させる。

④ 地域課題に対して正しい識見をもつ。

⑤ 民主団体・関係機関との連絡調整に努める。

自治公民館活動の組織は、永久に固定されるものではなく、時代に適切に対応するよう

心がけることが大切である。

３ 役員の任務
＜役員の任務＞

役 職 名 任 務

館 長 自治公民館を代表し、館務を統括する。

副 館 長 館長を補佐し、館長の相談役となり、館長に事故あるときはその職務を

代行する。

主 事 館長・副館長を補佐し、事業の企画や実施に当たり、庶務などの事務を

行う。

書 記 総会、役員会等の議事の記録や事業についての状況を記録し、公文書等

の文書を整理保管し、文書の作成・送付等の文書事務を担当する。

会 計 館長の命によって、経費に関する諸帳簿の作成等会計事務を担当する。

監 事 会計や業務が正しく行われたかどうかを監査し、総会において報告する。

部 長 部の代表者として、事業計画による業務の執行に当たる。

班 長 班の代表者として、班員の意見や要望等を役員会に反映させ、役員会等

で話し合われたことや連絡事項を班員に報告する。

４ 役員の選出
公民館活動の充実の要は役員である。よい施設・設備をもつことも必要だが、役員選出や

役員の資質向上は特に大切である。

役員の資質要件としては、

(1) 指導者意識をもたず、縁の下の力持ち的な立場がとれること。

(2) 住民の問題や地域の課題を的確にとらえることができること。

(3) 広い識見をもち、実践力があること。
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(4) それぞれの住民団体の主体性を尊重しながら、その連絡調整を図ることができること。

などが考えられる。

また、役員の選出は、計画的、継続的に行われることが望ましい。したがって、輪番制

にならざるを得ない場合でも、次のことを十分考慮することが必要である。

(1) 全役員が毎年交替することを避け、「主事（書記・会計）→副館長→館長」というよう

な繰上輪番制等の方法を工夫する。

(2) 「一人一役制」などの役割分担を図り、館長の任務が過重にならないようにするととも

に、住民参画・参加の機会を拡充する。

５ 役員の心構え
公民館活動を促進するための役員の心構えとしては、次のようなことが考えられる。

(1) 公民館の目的に沿い、地域の人々に役立つ事業計画を立てる。

(2) 青年団・婦人会など民主団体の在り方を研究し、その連絡調整を図る。

(3) 各種の講座・集会などの開き方を研究する。

(4) 住民の意欲を高めるための手だてと方法を考える。

(5) 公民館の施設や管理及び活用について創意工夫をする。

(6) レクリエーションのもち方を研究する。

(7) 施設・設備の計画的充実や公共的利用を配慮する。

６ 運営組織（例）

総 会

各関係機関・団体 館 長 自治会・区会

副館長

社会教育関係団体 主 事 書記・会計 監 事

運営委員会

（構成組織） 〔専門部（機能組織）〕

青 婦 壮 高 育 安 広 産 保 文 総

年 人 年 齢 業 健 化

の の の 者 成 全 報 生 体 教 務

会 会 会 の 活 育 養

会 部 部 部 部 部 部 部

班長会

住民（班会）
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＜専門部の主な活動内容＞（例）

総 務 部・・・事業計画・予算案作成、施設・設備の整備管理、各部や民主団体との連

絡調整など

文化教養部・・・各種学級・講座、講習会、展示会、文化祭、郷土芸能の伝承、グループ

・サークル活動の世話など

保健体育部・・・地区運動会、各種スポーツ、レクリエーション活動、健康診断、害虫駆

除など

産業生活部・・・農業・林業・漁業・商工業などの経営研修、生活改善研修、新生活運動

の推進など

広 報 部・・・館報、回覧板、有線放送、諸連絡、掲示板、公民館の設営など

安 全 部・・・交通安全、防火・防災、危険箇所点検、ゴミ処理、防犯灯、清掃活動、

事故防止など

育 成 部・・・子ども会・親子会の育成、子どもの遊び場づくり、学校・ＰＴＡ・子育

連・青少協等との連携、各団体・グループ等の育成など
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Ⅳ 自治公民館の運営・活動は

どうあればよいか



１ 自治公民館の活動
自治公民館は、乳幼児から高齢者まで幅広い住民を対象にしており、また、住民の意思を

反映して活動が行われることを基本としているので、多種多様な活動が考えられる。

自治公民館の活動事例

地域住民の
親睦に関する活動

学習や話合いに 健康増進・
関する活動 ・年始会 ・成人式 安全に関する活動

・花見 ・夏祭り
・各種学級 ・講習会 ・敬老会 ・十五夜祭り ・走ろう、歩こう会
・出前講座 ・地域課題 ・文化祭 ・研修旅行 ・各種球技 ・介護研修会
・視察研修 ・世代間交流活動 ・成人病講座 ・交通教室
・家庭教育学級 ・レクリエーション大会
・ふれあい学習 ・体力、血圧測定

・健康教室
学 ぶ

青少年の健全 集 自治公民館 つ 社会教育団体等
育成に関する活動 ま な との連携に関する活動

る 活 動 ぐ
・環境浄化運動 ・ボランティア活動
・子ども会､高校生ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ ・ＰＴＡ活動
青年団の育成､活動支援 ・子育て支援活動
・卒業生を送る会 高まる ・小さな親切県民運動
・声かけ運動 ・あいさつ運動
・児童生徒の学校外

活動支援 ふるさとづくりに 地域の環境美化に
関する活動 関する活動

・伝統芸能の保存、伝承 ・花いっぱい運動
・文化財、史跡の学習 ・地域奉仕活動
・創作活動 ・街路樹の手入れ
・民具、道具の保存、 ・三ない運動

作成 ・大掃除

２ 活動計画の立て方
(1) 計画を立てる手順

① 前年度の反省、実態把握をもとにして、話合いにより地域課題を決定する。

② 活動の目標を立てる。

③ 活動の進め方を決める。（内容・方法・回数など）

④ 各種団体の行事との調整をする。

⑤ 活動実施のための予算の検討をする。

このような手順を経て、年間の基本計画表を作り、更に月別に活動計画を作る。

計画は、公民館に掲示するとともに、各家庭に配付し、一般に広く知らせることが必要

である。
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(2) 活動計画表の形式（例）

＜公民館活動年間計画表＞

平成○○年度基本計画表 ○○自治公民館

重 点 目 標 課 題 の 具 現 化 主 な 事 業

活動の目標を掲げ 目標達成のために具体的にどのように取 そのための主な事業

る。 り組んでいくか説明する。 を掲げる。

＜公民館活動月別計画表＞

平成○○年度月別計画表 ○○自治公民館

部 総 務 部 文 化 保 健 産 業 広 報 部 安 全 部 育 成 部

月 教 養 部 体 育 部 生 活 部

４

５

３ 活動を進めるための留意点
(1) 何を（目的）

① 何のための活動か、そのねらいが明確にされているか。

② 規約に定めた自治公民館の目的に合っているか。

(2) いつ（時期、時間）

① 期日、時間は内容と合っているか。

② 住民が参加しやすい日程か。

③ 会場の都合はどうか。

④ 準備をするのに余裕があるか。

⑤ 他の行事や事業との関係はどうか。

⑥ 雨天の場合などの変更をいつにするか。

(3) どこで（場所）

① 活動場所は活動内容に適しているか。

② 会場の使用方法は工夫されているか。

③ 交通の便はよいか。

④ 会場変更の場合はどのような処置をとるか。

⑤ 設備、用具の準備と使用方法はどうするか。

(4) だれが（参加者）

① 参加者の希望や参加予想数はどうか。

② 外部の参加者への連絡はどうか。

③ 各係の役割ははっきりしているか。

④ 参加者の事前学習はどうか。

(5) どのように（活動の内容や方法）

① どんな活動内容にするか。

② 活動のねらいを達成する内容であるか。

③ 日程や方法は内容を深めるに適当か。

④ 活動内容は住民の要求に適合しているか。

⑤ 活動内容は住民に無理はないか。

⑥ 準備はどのようにするか。

-13-



⑦ 経費はどれだけ必要か。

⑧ 進行をどうすればより効果的か。

⑨ 事故発生のときはどうするか。

⑩ 後始末をどのように行うか。

⑪ 活動の反省・評価をどうするか。

４ 活動・運営の仕方
(1) 運営の基本的な考え方

① 総会で方針をたて、役員を決定し、年間の活動計画や予算を立てる。

② 役割を分担してそれぞれの分野で責任を果たす。

③ 役員会は必要に応じて開き、行事やその他について話し合う。

④ 運営委員会は、少なくとも毎月定例会をもち、運営並びに事業について話し合う。

(2) 運営上の留意点

① 役員会や運営委員会であらかじめ、住民の意見や要望を聞き、活動計画案・予算案を

立てる。

② 活動計画案・予算案は、総会の承認を受けなければならない。

③ 経費は拠出金をもとにして、事業益金・寄付金・補助金などを充てる。

④ 臨時の経費については、その都度運営委員会で検討して、承認を受けなければならな

い。

⑤ 活動実績及び決算は、総会での承認を受けなければならない。

⑥ 各部との関係を考えながら事業を進める。

⑦ 各集会や事業の記録を残す。

⑧ 活動を進めるに当たっては、関係ある機関団体などとの連絡を密にする。

(3) 広報活動の進め方

① 公民館だよりを定期的に発行し、全戸に配付する。

② 地域内の適当な場所に掲示板を設けて掲示する。

③ 事業の成果や研究の結果を掲示する。

④ 防災無線等の放送施設を活用する。

⑤ 口コミで知らせる。

５ 集会活動の進め方
自治公民館における集会は、大きく分けて実践活動を進めるための集会と、学習活動を進

めるための集会がある。その関係は、実践の活動を進める中に学習が要求され、そして、学

習は実践の中に生かされていくもので、両者は表裏一体のものとして考えることが大切であ

る。

そのため、集会は参加者が課題についての興味と関心をもち、自ら意見を出し、他人の意

見を聞き、集団思考によって課題の解決を協力して行うとともに、実践の学習の動機づけを

図るものである。また、集会そのものも学習の場となる。

(1) 集会の事前の準備

① 集会に関心をもって参加するように、集会の目的・内容を示し呼びかける。

② 主催者は、集会について役割・分担・進行の仕方などについて、十分な打ち合わせを

しておく。
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(2) 会次第・内容（例）

① 出席の確認

② 開会のことば

③ 開会あいさつ

④ 日程説明

⑤ 司会者の選出

⑥ 協議（話合い）

・議題説明 → 質問 → 討議 → 決議 → まとめ

⑦ レクリエーション（歌・ゲームなど）

⑧ 事務連絡・次回予告

⑨ 閉会あいさつ

⑩ 閉会のことば

(3) 司会者の心得

① 事前に集会の目的に沿った進行を考えておく。

② できるだけ、和やかな雰囲気をつくる。

③ 議題・協議事項を示し、時間の割り振りなどを決める。

④ 話合いのスケジュールを立てる。

⑤ 全員が発言するように工夫する。（議題をくだく）

⑥ 話合いが横道にそれたら、本論に引き戻す。

⑦ 参加者の表情に注意する。

⑧ 話合いの結論を急がない。

⑨ 必要に応じて助言を求める。

⑩ 意見の一致点・不一致点・残された課題などを整理する。

(4) 参加者の心得

① 時間におくれないようにし、協力の態度を示す。

② みんなで意見をまとめるために、次のような話合いのルールを守る。

ア 発言するときは、司会者の許可を得る。

イ はっきりした明るい声で発言する。

ウ 自分だけで長い発言をしない。

エ 他人の発言を途中でじゃましない。

オ 私語は慎む。

カ 相手の立場や考え方を受け入れる心をもつ。

(5) 記録係の心得

① 司会者とよく連絡をとる。

② 期日、時間、議題、参加者数、司会者名、記録者名、その他必要な事項を記録する。

③ 話合いの要点やまとめ等を箇条書きに整理する。

④ 次回に話し合う必要のある問題などを記録しておく。

(6) 指導者の招へい

会員の研修や運営技術を高めるためには、その事業の内容によって、市町村教育委員会

などの指導を求めたり、また、地域に居住する専門家や有識者等を招へいするなどの配慮

をすることが望まれる。
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６ 学習活動の進め方
自治公民館の目的達成のためには、生活課題や地域課題等住民の問題解決のための学習活

動が大事な役割をもつ。

この学習活動の効果を上げるためには、次のようなことに十分配慮することが大切である。

(1) 学習活動の取り上げ方

社会の進展に応じて、地域住民が学習したいと望んでいる身近な生活課題や地域課題・

要求課題など、一人一人に還元されるような各種の問題を取り上げる。

(2) 相互学習の大切さ

学習の方法はいろいろあるが、学習に参加する人たちが課題を持ち寄り、相互に話し合

ったり、助言を受けたりして課題を解決していく学習が効果的である。

しかし、課題によっては、講話を聞いたり、実習をしたりして学習効果を上げることも

大切である。

(3) 視聴覚教材の活用

学習の中に視聴覚教材を取り入れることは非常に効果的である。直接視覚や聴覚に訴え

る映画やスライド、テレビ、ビデオ、ＯＨＰなどを利用すると分かりやすく、興味・関心

を高めることができる。また、録音教材などを利用し、講義に変えることもできる。小グ

ループの活動などでは、他の講座などで録音したテープを利用するのも一方法である。

市町村の教育委員会や視聴覚ライブラリーには、多くの教育映画、スライド、録音教材

があるので、大いに利用したいものである。

(4) 学習したことの実践

学習によって、いかに問題の解決策を論じてみても、それが実践に移されなければ価値

はない。また、実践することによって別の新しい問題が出てきて、それがみんなの学習課

題となる。

このように、「問題の発見→住民の課題→学習→実践」の繰り返しによりお互いの連帯

感が高まり、明るいふるさとづくり、地域づくりを推進することができる。これこそ、自

治公民館活動の最終的な目標といえる。

７ 話合いの進め方
(1) 話合いの留意点

① 一人の意見をみんなで聞き、みんなで考え、自分の考えをはっきりする。

② 聞く人の立場を考えて発言し、発言者の立場を考えて聞く。

③ 自分と異なる意見を尊重し、感情的にならない。

④ 常に、建設的な意見を尊重する。

⑤ 何でも言える雰囲気をつくる。

⑥ 疑問符付きの発言を多くすると話し合いが活発になる。

（例えば「～のように考えているがどうか」など）
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(2) 話合いの例

名 称 形 態 要 領 留 意 点

・会場が広く、参加者が多いと ・あまり長くならないように（

きは、 全体討議の前に予備討 する（グループ討議は６分
バ 議として行う。 間程度）。

六 ズ ・全体の主題について要領よく ・みんな気楽に十分意見を述
六 セ 説明（５分）して討議に入る。 べさせる。
式 ッ ・６人一組がよい（集団を左図
討 シ のようなグループに分ける）。
議 ョ ・司会者、記録者を決める。
ン ・話し合った結果を代表が発表）

する。
・全体司会者がグループ司会者
からの発表を黒板に書き、さ
らにこれらの問題を中心とし
て全体討議をする。

（

・講師の講演を聞くことが主た ・講演の内容から逸脱しない
講 レ る目的であるが、効果を上げ ようにすること。
演 ク るために質疑応答を行う。
後 チ ・発言をするときは、司会者の
の ャ 指図に従って行う。
大

ー

挙手→指名→名のり→発言
衆 ・
討 フ
議 ォー

ラ
ム）

（

・映画を観る。 ・その時の中心話題に対して
フ ・映画を中心に、次のいずれか 適切な内容のフィルムを選

映 ィ の方法によって話し合う。 ぶこと。
画 ル ①講師による話（レクチャー） ・１回のフィルム・フォーラ
利 ム ②パネル・フォーラムの時間 ムには１本のフィルムを用
用 ・ を尊重する。 いること。
の フ （例）５分 主題の説明 ・主題にふさわしいスライ
討 ォ 20分 映画上映 ド、写真、展示物等があれ
議

ー

20分 講義又はパネル ばフィルムを用いなくても
ラ 討議 よい。
ム 20分 全体討議）

10分 まとめ

大 ・３人以上の人が集まって話を ・和やかな雰囲気で言いたい
衆

（

する。 ことを簡明に発表する。
討 フ ・司会者の指図に従って発言す ・司会者はなるべく多くの人
議 ォ る。 に発言させること。～ －

挙手→指名→名のり→発言 ・発言者の品位や能力を傷つ
座 ラ けないように、適切に言葉
談 ム を添えたり要約してやるこ
会

）

と。
・
懇
談
会～
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名 称 形 態 要 領 留 意 点

（

・講師も聴衆もない。参加者は ・机（椅子）の並べ方は四角
ラ みな平等の立場で話合いをす でも円形でもよい。向かい
ウ る。 合った距離が６ｍ以内。人

円 ン ・司会者、記録者を互選する。 数は20人以内が望ましい。
ド この場合、司会者、記録者と ・２時間以内に終わるように
・ もに他と同様発言してもよい。 すること。自分の意見を長

卓 テ 長と述べないこと。話題の－

中心から外れないこと。
ブ

討 ル
デ
ィ

議 ス
カ
ッ
シ
ョ
ン）

シ ・一つの大きな問題についてあ ・司会者は専門家でなく機知
ン らゆる側面から検討しようと に富んだ人がよい。
ポ する方法。 ・司会者は自分の意見を述べ
ジ ・各講師は、平等な時間内に、 てはならない。ただ話の忠
ウ その問題について意見を述べ 実な取り次ぎ役を果たすこ
ム る。 と。気持ちのよい雰囲気の
・ ・講師の補説の後で、質疑応答 中で話し合わせること。
フ を行う。 ・講師は、他の講師の講話に
ォ ついては質問してもよい－

が、いたずらに対立的な空
ラ 気にならないよう注意して
ム もらうこと。

パ ・参加者のうちから何人か論者 ・全体の時間は、１時間程度
ネ として壇上に並び、聴衆の前 がよい。
ル で話を進める。 ・聴衆（参加者）の発言はパ
・ ・司会者を含めて壇上の人が講 ネルがひととおり終わって
フ 師の役割を果たす。 からというわけではなく、
ォ ・司会者は途中で聴衆にも発言 途中において適時発言させ－

させ、新しい考え方を導入し、 るようにすること。
ラ 話合いを活発にする。
ム

（長崎県公民館連絡協議会 「自治公民館活動の手引」）
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Ⅴ 自治公民館の会計は

どうあればよいか
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Ⅵ 自治公民館の施設・設備は

どうあればよいか



自治公民館は、地域内の誰もが集まりやすく、親しみやすく、しかも中に入ると文化的

な刺激を受ける施設でありたい。つまり、住民の茶の間であり、また、住民の学習室にな

ったり、レクリエーションの場ともなる施設でありたい。

そのためには、地域の人みんなで話し合って、公民館の理想の姿をえがき、常に住民が

自由に使えることを考え、必要度により、できるものから計画的に整えるように心がけな

ければならない。

何をどのように充実していくかということは、地域の規模や財政、さらにはどのような

地域づくりを進めるかなどにより異なる。地域の振興計画と住民の要求も十分考え合わせ

た上で充実していくことが望まれる。

１ 望ましい自治公民館の施設
(1) 集会ができる。

(2) 気軽に談話や学習ができる。

(3) 図書や資料の活用がしやすい。

(4) 視聴覚機器が利用できる。

(5) 実習や調理ができる。

(6) 展示ができる。

(7) ステージのついたホールがある。

(8) 事務室や和室を備えている。

(9) ゲートボール・ソフトボール・グラウンドゴルフ等ができるスポーツ広場を備えている。

(10) 放送施設を備えている。

これらの施設（部屋）は、それぞれ独立することが望ましいが、既存の施設の機能を多面

的に活用できる施設、例えば、ホールに面した和室のふすまをはずすと舞台になったり、ス

クリーンが容易に取り付けられるようになっていたりなど、工夫した活用が必要である。

なかでも、事務室は、あらゆる事務を処理し、総合と調整を図る場であり、頭脳ともなる

べきものであるから、何らかの形で設置するなどの工夫が望まれる。

２ 備えておきたい施設・設備
住民の学習や集会、実践活動、館の事務などは、住民の生活の向上と地域振興につながる

ので、何がより重要であり効果的であるか、その利用度合いや効果率度合いを考えて、年次

計画によって充実させていくことが望まれる。

(1) 施設

① 集会所・談話室・相談室

② 講堂・学習室

③ 図書室・資料室

④ ステージ・ホール・映写室・放送室

⑤ 事務室・応接室

⑥ 展示室・展示面

⑦ 実習室・調理室

(2) 設備

分 類 設 備 用 具 名

学 習 座机、長机、椅子、テーブル（教卓）、黒板、閲覧用机・椅子

資 料 図書、展示資料

視 聴 覚 テレビ、ラジカセ、スライド、ＶＴＲ

体 育 等 スポーツ用具、遊具、趣味・娯楽用具

調 理 炊事用具、接待用具、調理用具

施 設 冷暖房用具、時計、消化器、鏡、営繕用具、掲示板、広場

事 務 事務用机、椅子、黒板、行事板、事務用品、コピー、キャビネット、書架、電話
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Ⅶ 資 料



１ 自治公民館規約（例）

○ ○ 自 治 公 民 館 規 約

（名称）

第１条 私たちの公民館は、○○自治公民館（以下本館という）と称し、事務所を○○町○○

番地、○○自治公民館内に置く。

（目的）

第２条 本館は、地区住民及び世帯相互の親睦を深めるとともに、生活の向上を図り、より良

い家庭や地域づくり、住民の自治意識の高揚を目指し、地域の社会福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。

（事業）

第３条 本館は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

１ 教養・文化・生活を高める事業

２ 生活の安全を図る事業

３ 環境の浄化整備に関する事業

４ 社会教育関係団体（民主団体）の育成に関する事業

５ 青少年の健全育成、非行防止に関する事業

６ 各種機関・団体との連絡提携に関する事業

７ レクリエーションに関する事業

８ 新生活運動の推進に関する事業

９ 明るく正しい選挙運動の推進に関する事業

10 その他目的達成に必要な事業

（構成）

第４条 本館の構成は、地区内居住の世帯をもって構成し、加入脱退は、本館地区に転入・転

出の期日とする。

（役員）

第５条 本館に次の役員を置き、任期を○年とし、再任を妨げない。但し、欠員補充の場合は、

前任者の残任期間とする。

館長 １名 副館長 ２名（男女各１名） 主事 １名

書記 １名 会計 １名

部長 ○名 副部長 ○名 班長 ○名

監事 ２名 顧問 若干名

（役員の任務）

第６条 本館の役員の任務は次のとおりとする。

１ 館長は、本館を代表し、本館の業務を総括する。

２ 副館長は、館長を補佐し、館長に事故あるときはその任務を代行する。

３ 主事は、館長の命を受け、本館業務の企画推進及び庶務に当たる。

４ 書記・会計は、館長の指示により、書記及び会計事務に当たる。

５ 部長は、当該事業の企画立案及び決定事項の推進に当たる。

６ 副部長は、部長を補佐し、部長に事故あるときはその任務を代行する。

７ 班長は、班世帯を代表し、本館業務の推進に当たる。

８ 監事は、本館の会計事務を年１回以上監査し、総会においてその結果を報告する。
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９ 顧問は、館長の相談に応ずる。

（役員の選出）

第７条 本館の役員の選出は次のとおりとする。

１ 館長、副館長、監事は、総会において選出する。

２ 主事、書記、会計、部長は、運営委員会の承認を得て館長が任命する。

３ 副部長は、部長の推薦により館長が任命する。

４ 班長は、各班世帯全員で選出する。

５ 顧問は、運営委員会の承認を得て館長が委嘱する。

（専門部の設置）

第８条 本館の事業を円滑に推進するために次の専門部を置く。

１ 総務部

(1) 公民館の管理運営に関すること。

(2) 規約・規則等に関すること。

(3) 事業の計画・予算の編成に関すること。

(4) 各部や民主団体の連絡調整に関すること。

(5) その他各部に属さないこと。

２ 文化教養部

(1) 各種講座等の開設に関すること。

(2) 芸術文化活動に関すること。

(3) その他必要なこと。

３ 保健体育部

(1) 体育・レクリエーションに関すること。

(2) 保健・衛生に関すること。

(3) その他必要なこと。

４ 産業生活部

(1) 農業、林業、漁業、商工業などの経営研修に関すること。

(2) 生活改善、新生活運動に関すること。

(3) その他必要なこと。

５ 広報部

(1) 公民館報の発行等に関すること。

(2) 各種の情報提供に関すること。

(3) その他必要なこと。

６ 安全部

(1) 交通安全に関すること。

(2) 火災、風水害、盗難等の予防及び対策に関すること。

(3) その他必要なこと。

７ 育成部

(1) 青少年の健全育成に関すること。

(2) 子どもの遊び場の設置、整備に関すること。

(3) 社会教育関係団体の育成及び連絡調整に関すること。

(4) その他必要なこと。

（会議）

第９条 本館の会議は、総会、運営委員会、役員会、部長会、部会、班長会、班会とし、いず

れの会議も、過半数の出席で成立し、出席者の過半数で議決できる。

１ 総会は、運営委員会及び各班長をもって構成し、館長が年１回以上招集し、次の事項
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について審議決定する。

ア 規約の制定、改廃

イ 前年度の事業及び決算の承認

ウ 役員（館長、副館長、監事）の選出

エ 当該年度の事業計画及び予算の承認

オ その他の重要事項

２ 運営委員会は、役員、専門部長、年齢層別代表、民主団体代表、学識経験者などをも

って構成し、総会に次ぐ決議機関として、館長が毎月招集し、次の事項を審議決定する

とともに、本館事業の計画、調整、推進に当たる。

ア 規約に基づく規則などの制定

イ 本館の運営及び事業に関する調査研究

ウ 主事、書記、会計、部長の任命及び顧問委嘱の承認

エ その他管理・運営上の重要事項

３ 役員会は、正副館長、主事、書記、会計で構成し、館長が随時招集するとともに、本

館運営活動の企画に当たり、決定事項の推進に当たる。

４ 部長会は、館長が招集し、各部の連絡調整等に当たる。

５ 部会は、部長が招集し、各部活動の企画に当たり、決定事項については、運営委員会

の承認を得て、その推進に当たる。

６ 班長会は、館長が招集し、各班活動等について協議し、その推進に当たる。

７ 班会は、班長が招集し、各班の運営活動等について協議し、その推進に当たる。

（実行委員会）

第10条 本館の特別な事業を実施する場合は、実行委員会を組織して、その業務に当たること

ができる。

※（例）記念事業、建設事業など

（委嘱及び任期）

第11条 前条の実行委員会の委員は、館長が委嘱し、任期はその事業の終了までとする。

（規則等の制定）

第12条 本館の規約に定めてあるものの外、運営に必要な規則等は、運営委員会において制定

又は改廃できる。

※（例）運営規則、使用規定、表彰規定、慶弔規定、旅費規程など

（経費）

第13条 本館の経費は、館費、収益金、補助金、寄付金、その他の収入をもって充てる。

（会計）

第14条 本館の会計は、一般会計とする。但し、特別に事業を行う場合は、特別会計を置くこ

とができる。

（諸帳簿）

第15条 本館に次の帳簿を備え、必要によって公開しなければならない。

１ 公民館沿革史

２ 議事録

３ 公文書綴

４ 事業計画及び予算書

５ 金銭出納簿及び科目別整理簿

６ 領収書等証拠書類綴

７ 館員及び役員名簿

８ 備品台帳
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９ 公民館日誌

10 写真記録帳

11 公民館使用許可願綴及び使用記録簿

12 その他必要な帳簿

（会計年度）

第16条 本館の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

附 則

１ この規約は、平成○○年○月○日から施行する。
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２ 自治公民館の使用規定（例）

○ ○ 自 治 公 民 館 使 用 規 定

第１条 本規定は、○○自治公民館の使用に関して規定する。

第２条 本規定でいう部内の者とは、○○自治公民館の管轄区域内の区民を、また部外者

とはそれ以外の者をいう。

第３条 公民館を使用する場合は、あらかじめ館長に届け出て許可を受けなければならな

い。

第４条 公民館を使用する者は、火災予防、器物の保全に注意し、施設あるいは器物に損

傷を与えた場合は、全額を弁償するものとする。

第５条 公民館の使用後は、後片づけ、清掃を確実に実施して、館長に届け出て、その確

認を受けてから退去する。

第６条 公民館の使用時間は、通常午前８時から午後10時までとし、それ以外の時間に及

ぶ場合は、館長の許可を受けるものとする。

第７条 部外者が社会活動のため使用する場合は、次の基準により使用料を徴収する。

１ 午前８時から正午まで・・・・・・・・・・・ 円

２ 正午から午後６時まで・・・・・・・・・・・ 円

３ 午後６時から午後10まで・・・・・・・・・・ 円

４ 午前８時から午後10まで・・・・・・・・・・ 円

第８条 営利を目的とする集会（映画、芝居、寄席など）の場合は、第７条に定める料金

の1.5倍以上の料金とする。但し、そろばん、習字、音楽、塾などの使用料金は、

第７条に定める料金を適用する。

第９条 公民館の燃料等を使用した場合は、実費を支弁するものとする。

第10条 県、市又は自治会等が使用する場合は、前条までに規定する義務を免除すること

ができる。

第11条 使用料金を支払う場合は、所定の支払証明書に料金を添え、使用前に公民館会計

又は管理人に支払うものとする。

第12条 本規定を改正するときは、公民館運営委員会の議決によるものとする。

附 則

本規定は、平成○○年○月○日から施行する。
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３ 宮崎県公民館連合会会則

第１章 総 則

第１条 この会は、宮崎県公民館連合会（以下「本会」という）と称する。

第２条 本会の事務所を会長の定めるところにおく。

第２章 目 的 及 び 事 業

第３条 本会は、県内公立公民館ならびに自治公民館の相互提携を強め、社会教

育推進のための諸問題を研究し、公民館活動の拡充発展に寄与することを

目的とする。

第４条 本会は、前条の目的を達するために次の事業を行う。

２ 公立・自治公民館の運営についての研究

３ 指導者の養成研修

４ 公民館相互の情報交換と連絡調整

５ 調査および視察研修

６ その他、会の目的達成に必要な事業

第３章 組 織

第５条 本会は、県内の公立公民館ならびに自治公民館をもって組織する。

第４章 役 員

第６条 本会は、次の役員を置く。

会長 １名、 副会長 ２名、 理事 １４名、 監事 ２名

第７条 本会の役員は次の職務を行う。

２ 会長は、会務を総括し、本会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長不在のときはこれを代行する。

４ 理事は、理事会を構成し、本会の会務を審議決定するとともに会務を執

行する。

５ 監事は、本会の会計事務を監査する。

第８条 本会の役員の選出は、次のとおりとする。

２ 会長および監事は総会で選出する。

３ 副会長は理事の互選により選出し、総会において承認する。

４ 理事は公立公民館代表７名、自治公民館代表７名とする。

第９条 役員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし補欠による役員の任期

は、前任者の残任期間とする。

第１０条 本会に顧問をおくことができる。

２ 顧問は、会長が理事会の承認を得て委嘱する。

３ 顧問は、会長の諮問に応ずる。

第５章 事 務 局

第１１条 本会の事務を処理するために事務局を設置し、次の職員を置く。

２ 事務局長 １名、事務局次長 ２名、書記 ３名、書記会計 １名

３ 事務局長は、会長が委嘱し、本会の事務を処理する。

４ 事務局次長・書記・書記会計は、会長が委嘱し、その任にあたる。
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第６章 会 議

第１２条 本会の会議は、総会ならびに理事会および公立公民館部会、自治公民館

部会とし、会長がこれを招集する。

第１３条 総会は毎年１回行う。ただし理事会から要求のあったとき又は会長が必

要と認めたときは、臨時にこれをひらくことができる。

第１４条 総会は、各市町村公立公民館代表ならびに、各市町村自治公民館連絡協

議会代表で構成する。

第１５条 総会は、本会の最高議決機関であり、次の事項を審議承認する。

２ 年度事業計画および収支予算

３ 年度事業報告および収支決算

４ 会則の改正

５ 役員の承認

６ その他理事会において必要と認めた事項

第１６条 理事会は必要に応じて、会長が招集する。

第１７条 総会および理事会は、構成員の過半数の出席で成立し、出席者の過半数

によって議決する。

第７章 会 計

第１８条 本会の経費は、各市町村負担金、会費（自治公民館負担金）、県費補助金、

寄付金、その他の収入をもってあてる。

第１９条 本会の会計年度は、毎年４月１日にはじまり、翌年３月31日に終わる。

附 則

本会の運営上必要な細則は、理事会の議決によって定める。

本会の規約改正は、総会において出席者の３分の２以上の賛同を要する。この会則昭

和47年５月12日より施行する。

この会則は昭和52年５月31日一部改正

この会則は昭和63年５月20日一部改正
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４ 宮崎県公民館連合会組織図

顧 問 会 長

副 会 長 事 務 局(県生涯学習課内)

公立公民館代表理事１名 事 務 局 長(生涯学習課長)

自治公民館代表理事１名 事務局次長(生涯学習課課長補佐 ２名)

書 記(生 涯 学 習 課 職 員 ３名)

書記・会計(県 公 連 職 員)

監 事 理 事

公立公民館代表１名 公立公民館代表７名

自治公民館代表１名 自治公民館代表７名

４４市町村 ４４市町村

公立公民館代表 自治公民館代表

※ 理 事 会 － 会長、副会長２名（理事と兼務）

理事(公立公民館代表－７名、自治公民館代表－７名)、事務局

※ 定期総会 － 会長、副会長、監事、４４市町村公立公民館代表、

４４市町村自治公民館代表、事務局
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５ 宮崎県公民館連合会表彰規定・要綱

(1) 功労者表彰規定

第１条 この規定は、宮崎県の公民館振興に寄与し、その業績著しく人格識見ともに

すぐれた者に対して適用する。

第２条 功労者表彰は、次の条項に該当する者を対象とし、選考委員会で決定する。

(1) 県公民館連合会（以下「県公連」という）役員として継続又は通算して

５年以上勤務し、その育成強化に努めた者。

(2) 市・郡・町・村公連役員（３役以上）として継続又は通算して５年以上

組織強化に献身的に努めた者。

(3) 過去に功労者表彰を受けた者を推薦する場合は、表彰後５か年を経過し

ていること。

第３条 表彰者に対する褒賞は、表彰状並びに記念品とする。

第４条 授賞は、原則として公民館フェスタにおいて行う。

第５条 県公連は、該当者の推薦を県教育委員会に依頼する。

第６条 推薦手順は次のように定める。

(1) 第２条に定める該当者がある場合は、県公連及び郡公連は県教育委員会

に、市・町・村公連は市町村教育委員会に、指定する期日までに別紙様式

により推薦する。

(2) 市町村教育委員会は、当該教育事務所に推薦書を提出する。

第７条 選考委員会は、県公連理事会をもってかえる。

第８条 本規定は、昭和51年３月４日より施行する。

附 則
この規定は、平成４年５月６日より改正する。

この規定は、平成７年５月30日より改正する。

この規定は、平成８年５月29日より改正する。

この規定は、平成９年５月28日より改正する。

この規定は、平成11年５月26日より改正する。
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(2) 優良自治公民館報表彰要綱

１ 趣 旨

自治公民館における広報技術の向上を図るため、特に企画・編集等について優

れた作品を優良自治公民館報として宮崎県公民館連合会会長が表彰し、今後の自

治公民館活動の充実・振興に資する。

２ 推薦の条件

(1) 各自治公民館単位で発行した公民館報であること。

(2) 発行回数が年４回以上であること。

（3) 過去に優良自治公民館報として宮崎県公民館連合会より表彰を受けたものを推

薦する場合は、表彰後５か年を経過したものであること。

３ 推薦の方法

(1) 各市町村教育委員会は、推薦の条件に該当する自治公民館報について別に定め

る様式により調査票を作成し、関係教育事務所に提出する。なお、２館以上の場

合は推薦順位を付すこと。

(2) 各教育事務所は、市町村教育委員会の推薦に基づき、順位を付して県公民館連

合会に推薦する。

４ 選 考

(1) 県公民館連合会に選考委員会を設け、各教育事務所から推薦された自治公民館

報について選考し、県公民館連合会理事会において決定する。

(2) 選考委員会は次の者をもって構成する。

ア 県公民館連合会事務局長

イ 自治公民館連絡協議会会長（県理事より） １名

ウ 学識経験者 １名

(3) 選考委員は県公民館連合会会長が委嘱する。

５ 表 彰

表彰は、原則として公民館フェスタにおいて行う。

６ 提出書類

※ 推薦館報１館につき

(1) 被表彰候補自治公民館報調査票 １部

(2) 前年度に発行したもののうち、最も優れている館報 １点

附 則

この要綱は、平成11年５月26日より施行する。
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８
「
地
方
分
権
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」
に
係
る
社
会
教
育
法
等
の
改
正
新
旧
対
照
表

○
社
会
教
育
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
号
）
（
第
百
三
十
一
条
関
係
）

※
公
民
館
関
係

改

正

現

行

（
公
民
館
の
事
業
）

（
公
民
館
の
事
業
）

第
二
十
二
条

公
民
館
は
、
第
二
十
条
の
目
的
達
成
の
た
め
に
、
お
お
む
ね
、
左

第
二
十
二
条

公
民
館
は
、
第
二
十
条
の
目
的
達
成
の
た
め
に
、
お
お
む
ね
、
左

の
事
業
を
行
う
。
但
し
、
こ
の
法
律
及
び
他
の
法
令
に
よ
つ
て
禁
じ
ら
れ
た
も

の
事
業
を
行
う
。
但
し
、
こ
の
法
律
及
び
他
の
法
令
に
よ
つ
て
禁
じ
ら
れ
た
も

の
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

の
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
削
除
）

一

青
年
学
級
を
実
施
す
る
こ
と
。

一

定
期
講
座
を
開
設
す
る
こ
と
。

二

定
期
講
座
を
開
設
す
る
こ
と
。

二

討
論
会
、
講
習
会
、
講
演
会
、
実
習
会
、
展
示
会
等
を
開
催
す
る
こ
と
。

三

討
論
会
、
講
習
会
、
講
演
会
、
実
習
会
、
展
示
会
等
を
開
催
す
る
こ
と
。

三

図
書
、
記
録
、
模
型
、
資
料
等
を
備
え
、
そ
の
利
用
を
図
る
こ
と
。

四

図
書
、
記
録
、
模
型
、
資
料
等
を
備
え
、
そ
の
利
用
を
図
る
こ
と
。

四

体
育
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
等
に
関
す
る
集
会
を
開
催
す
る
こ
と
。

五

体
育
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
等
に
関
す
る
集
会
を
開
催
す
る
こ
と
。

五

各
種
の
団
体
、
機
関
等
の
連
絡
を
図
る
こ
と
。

六

各
種
の
団
体
、
機
関
等
の
連
絡
を
図
る
こ
と
。

六

そ
の
施
設
を
住
民
の
集
会
そ
の
他
の
公
共
的
利
用
に
供
す
る
こ
と
。

七

そ
の
施
設
を
住
民
の
集
会
そ
の
他
の
公
共
的
利
用
に
供
す
る
こ
と
。

第
二
十
八
条

市
町
村
の
設
置
す
る
公
民
館
の
館
長
、
主
事
そ
の
他
必
要
な
職
員

第
二
十
八
条

市
町
村
の
設
置
す
る
公
民
館
の
館
長
、
主
事
そ
の
他
必
要
な
職
員

は
、
教
育
長
の
推
薦
に
よ
り
、
当
該
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
任
命
す
る
。

は
、
教
育
長
の
推
薦
に
よ
り
、
当
該
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
任
命
す
る
。

（
削
除
）

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
館
長
の
任
命
に
関
し
て
は
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
は
、

あ
ら
か
じ
め
、
第
二
十
九
条
に
規
定
す
る
公
民
館
運
営
審
議
会
の
意
見
を
聞
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
公
民
館
運
営
審
議
会
）

（
公
民
館
運
営
審
議
会
）

第
二
十
九
条

公
民
館
に
公
民
館
運
営
審
議
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
九
条

公
民
館
に
公
民
館
運
営
審
議
会
を
置
く
。
但
し
、
二
以
上
の
公
民

館
を
設
置
す
る
市
町
村
に
お
い
て
は
、
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該

二
以
上
の
公
民
館
に
つ
い
て
一
の
公
民
館
運
営
審
議
会
を
置
く
こ
と
が
で
き

る
。

２

（
略
）

２

（
略
）
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第
三
十
条

市
町
村
の
設
置
す
る
公
民
館
に
あ
っ
て
は
、
公
民
館
運
営
審
議
会
の

第
三
十
条

市
町
村
の
設
置
す
る
公
民
館
に
あ
っ
て
は
、
公
民
館
運
営
審
議
会
の

委
員
は
、
学
校
及
び
社
会
教
育
の
関
係
者
並
び
に
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
中
か

委
員
は
、
左
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が

ら
、
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
委
嘱
す
る
。

委
嘱
す
る
。

一

当
該
市
町
村
の
区
域
内
に
設
置
さ
れ
た
各
学
校
の
長

二

当
該
市
町
村
の
区
域
内
に
事
務
所
を
有
す
る
教
育
、
学
術
、
文
化
、
産
業
、

労
働
、
社
会
事
業
等
に
関
す
る
団
体
又
は
機
関
で
、
第
二
十
条
の
目
的
達
成

に
協
力
す
る
も
の
を
代
表
す
る
者

三

学
識
経
験
者

（
削
除
）

２

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
委
員
の
委
嘱
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
又
は
機
関
に
お

い
て
選
挙
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
推
薦
さ
れ
た
者
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す

る
。

（
削
除
）

３

第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
委
員
に
は
、
市
町
村
の
長
若
し
く
は
そ
の
補
助
機

関
た
る
職
員
又
は
市
町
村
議
会
の
議
員
を
委
嘱
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
公
民
館
運
営
審
議
会
の
委
員
の
定
数
、
任
期
そ
の
他
必
要
な
事
項
は
、

４

第
一
項
の
公
民
館
運
営
審
議
会
の
委
員
の
定
数
、
任
期
そ
の
他
必
要
な
事
項

市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
。

は
、
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
。

第
三
十
一
条

法
人
の
設
置
す
る
公
民
館
に
公
民
館
運
営
審
議
会
を
置
く
場
合
に

第
三
十
一
条

法
人
の
設
置
す
る
公
民
館
に
あ
つ
て
は
、
公
民
館
運
営
審
議
会
の

あ
つ
て
は
、
そ
の
委
員
は
、
当
該
法
人
の
役
員
を
も
つ
て
充
て
る
も
の
と
す
る
。

委
員
は
、
そ
の
役
員
を
も
つ
て
充
て
る
も
の
と
す
る
。

○
公
民
館
の
設
置
及
び
運
営
に
関
す
る
規
準
（
昭
和
三
十
四
年
文
部
省
告
示
第
九
十
八
号
）

改

正

現

行

（
職
員
）

第
五
条

公
民
館
に
は
、
館
長
及
び
主
事
を
置
き
、
公
民
館
の
規
模
及
び
活
動
状

第
五
条

公
民
館
に
は
、
専
任
の
館
長
及
び
主
事
を
置
き
、
公
民
館
の
規
模
及
び

況
に
応
じ
て
主
事
の
数
を
増
加
す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

活
動
状
況
に
応
じ
て
主
事
の
数
を
増
加
す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２

（
略
）

２

（
略
）
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９「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について」抜粋

（生涯学習審義会 Ｈ10.９.17）

○ 公民館運営審議会の必置規制の廃止と地方公共団体の自主的判断の反映

社会教育法第29条第１項の規定により、公民館に公民館運営審議会を置くこととさ

れている。公民館運営審議会は、公民館の運営に住民の意思を反映するための組織で

あり、戦後の公民館の発展期において重要な役割を果たしてきた。しかしながら、住

民の意思を反映させる方法については、公民館運営審議会が必ずしも十分に機能して

いるとは言えないところもあり、地方公共団体が地域の実情に応じてその反映方法を

考え、決定できるようにすることが、実質的にその趣旨をより徹底できるものと考え

られる。また、同法第30条の規定により、公民館運営審議会の委員構成として、学校

の代表者や、社会教育関係団体の代表者などが規定されており、結果的に選出範囲が

狭くなり、男性に偏る傾向になるなど、地域の実情、住民の意思を踏まえた運営とい

う観点から見て、これらの規定は、現時点では必ずしも適切とは言えない。

今後は、公民館運営審議会の設置を任意化することとし、その委員構成等について

も地域の実情に応じて決めることができるよう弾力化するとともに、地方公共団体の

自主的な判断の下に、公民館運営審議会以外の方法による住民の意思の反映の仕組み

をも採り得るようにすることが適当である。

○ 公民館長任命の際の公民館運営審議会からの意見聴取義務の廃止

社会教育法第28条第２項の規定により、公民館長の任命に際して、事前に公民館運

営審議会の意見を聞くことが義務付けられている。しかしながら、事前に公民館長と

いう公務員の人事を公民館運営審議会にかけ、意見を聞くことは事実上困難を伴うと

いう実情にあることや、上記のように公民館運営審議会の必置規制を廃止すること等

にかんがみ、意見聴取義務を廃止することが適当である。

○ 公民館の基準の大綱化・弾力化と公民館長、主事の専任要件の緩和

「公民館の設置及び運営に関する基準」（文部省告示）は、社会教育法第23条の２

第１項の規定に基づき定められている。この基準においては、公民館の設置運営に必

要な基準として、必要な施設、設備、職員等が細かく規定されている。しかしながら、

公民館は地域に密着した活動が求められる施設であり、画一的かつ詳細な基準を定め

ることは適当ではないことから、今後、こうした基準については、公民館の必要とす

べき内容を極力大綱化・弾力化するよう検討する必要がある。

現在、同基準第５条第１項の規定において、公民館には専任の公民館長及び主事を

置くことが定められている。公民館長や主事は、公民館の運営において極めて重要な

役割を担っており、地域の実情を踏まえ、かつ視野の広い特色ある公民館活動を展開

するためには、広く優秀な人材を館長及び職員に求めることが必要であり、基準の大

綱化・弾力化を進める中で、この専任要件を緩和することが適当である。

○ 職員の資質向上

今後の公民館活動は、学級・講座の実施や団体・グループの育成のみならず、ボラ

ンティアの受入れをはじめとした地域住民の学習成果を生かす場としての機能を果た

すことや、学習情報の提供機能、さらには学習相談の機能を持つことも期待されてい

る。社会教育行政において、公民館は、住民と日常的、恒常的に接する社会教育の場

であることから、学習機会の提供のみならず地域の課題の調査分析能力や住民ニーズ

を的確に把握する能力を持つことが期待される。このためには、館長、主事等の公民

館の職員が社会教育全般についての広範かつ専門的な知識と経験を持つようにするこ

とが大切であり、社会教育主事講習等により社会教育主事となる資格を取得するなど、

種々の研修機会を利用して専門性のある職員としての資質を向上させていくことが必

要である。
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あ と が き

現在、本県には、公立・自治合わせて２，４９３館の公民館がありますが、それぞれの公

民館において地域の特性を生かしたさまざまな活動が展開されております。

生涯学習時代を迎え、公民館の果たす役割がますます重要になってきたことは関係者の皆

様も御承知のとおりであり、地域住民の公民館に寄せる期待は一層大きいものとなっており

ます。

今回、宮崎県教育委員会では、各種の答申等をもとに、公民館の在り方についての基本的

事項、特に地域住民に一番身近な自治公民館の更なる活性化を目指した運営の在り方につい

てまとめました。

作成にあたり、各県の公民館連合会刊行の手引書等を参考にさせていただき、また一部引

用させていただきました。この場をお借りしまして心より感謝申し上げます。

本書が、県内各地域の公民館で職務に携わられる方々に、これからの公民館活動の一層の

充実のために、広く活用していただければ幸いです。
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